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1.会 社 は誰 のためのものか

「会社 は誰 の ものか」 とい う問いかけは、永年 にわた り多 くの書物 ・論文 ・エ ッセ

イ等 で掲 げ られて きた。 しか し,今 日,我 々は,「 会社 は誰の ものか」 で はな く 「会

社 は誰 のための ものか」 とい う視点 か ら経済活動 のあるべ き姿 を真剣 に考 え直す必要

性 に迫 られている。

そ もそ も,「 会社 は誰 の ものか」 とい う冒頭 の問いか けそ の ものが幾分 の曖昧性 を

内包 した ものである ことか ら,こ れまで行 われてきたさまざまな議論 が しっくりかみ

合 わなか った り,時 には論 旨の一貫性 が乱 れた りもしてきた。「会社(企 業)は 出資

者 た る株 主の もの」 と主 張す る人 も,「 企業 は人 な り」 という主張 には首肯 す る とし

て も,「 企業 の構成員 たる従業員」 まで 「株主 の もの」 な どと言 うはず もない。一方,

「企業 は第一義 的にそれを構成す る従業員 の ものであるべ きで あ り,株 主 の位置づ け

は金融機 関 と共 に資金 の提供者 として第二義 的な ものでよい」 とす る従業員主権論者

も,企 業 の純資産 の所有権 が株主 に所属す る ことに反対 は しないであろ う。

「会社 は誰 の ものか」 とい う問いにおける 「会社」 が貸借対照表 に リス トされるよ

うな 「企業 の物 的 ・金銭 的資産及 び負債」 のみを意味す るのであれば,そ れは 「株主

の もの」 とす るのが妥 当で ある。一方,「 企業活動 の場 にお ける従業員 の基本的 な人

権」 に関わる事柄 の主権 は,当 然 の ことなが ら 「従業員 自身」 に帰 さなければな らな

い。

しか しなが ら,問 題 はそれほ ど単純 明快 ではな く,こ れ ら二つ の立場 の中間領域 が

存在す る。最 も微妙 かつ重要 な問題 は,企 業活動 の中核 をなす 「経営方針 の決定権」

さ らに突 き詰 めて言 えば 「その意思決定 を行 う人材(経 営者)の 任免人事権」 が誰 に

帰属すべ きか とい う点 である。 これは コーポ レー ト・ガバ ナ ンスの核心部分 を成す 問

いかけであ り,こ の権 限は 「企業活動 の所有権」 と呼ぶ こともできよ う。
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この 「企業活動の所有権」が帰属すべきステークホルダーとして検討に値する候補

は,上 記の議論 と同様 「株主」 と 「従業員」であろう。経営者の任免人事権を 「株主」

と 「従業員」のどちらに託すべきかというこの問題を,冒 頭に掲げた 「会社はだれの

ためのものか」 という問いかけと共に考えようというのが本小文の主題である。

2.コ ーポ レー ト・ガバ ナ ンスの現状

日本を含む多 くの国において,株 式会社に代表される企業のコーポレー ト・ガバナ

ンスの仕組みは 「企業(の 経済的資産)は だれのものか」 という視点を中心 として形

成されている。社会主義市場経済を標榜 し個別企業の活動にまで共産党の影響力を染

み込ませた中国の場合や,監 査役会メンバーの中に従業員代表を含めることを法的に

定めた ドイツなどの例外を除くと,経 営方針を決定する 「経営者」及びその経営者を

選んだり監視 したりする 「間接的経営者」の任免人事権は最終的には全て株主が持つ

ように制度設計されている。

日本の会社法においては,周 知のように,経 営方針を決定 しその実行に当たる従業

員を任命 ・監督する取締役 とその取締役等を監督する監査役(会)を 置 く 「監査役会

設置会社」の場合 も,米 国方式に倣 って取締役会の中に指名 ・報酬 ・監査の3委員会

を置 く 「委員会設置会社」の場合 も,コ ーポレー ト・ガバナンスを構成する全ての役

員を任免する権限は最終的に株主総会に与えられている。

2008年4月 に会社法へ衣替えするまでの商法を含め,こ の20年 余 りの間に数度に

わたって行われた会社法の改定は,株 主代表訴訟制度の簡素化,株 主の帳簿閲覧要件

の緩和,監 査役会の設置,外 部監査役配置の義務化,社 外取締役の配置を含む委員会

設置会社の導入など,一 貫 して株主権限を保護 ・強化する方向で行われてきた。建前

は株主主権を基本 とする制度設計を採 りながら実質的には雇用や福利厚生など従業員

の便益を伝統的に優先 してきた日本的経営が,事 業活動 ・従業員 ・株主構成等様々な

面における国際化が進む中でグローバルスタンダー ドへの調和を迫 られたという事情

がその背景にあった。

こうして株主の権利が強化される一方で,企 業が経営陣まで関与 し組織 ぐるみで引

き起 こす不祥事は後を絶たず,大 企業から中小企業まで,コ ンプライアンス違反や企

業倫理にもとる企業行動が業種を問わず広 く社会を賑わしてきた。次々と明るみに出

る不祥事の山は,テ レビ等のマスコミで捜査 ・問題提起型の報道 ・バラエティ番組が

増えたことや,内 部告発者を保護する法律が整備されたことなどにより不正に関する

社会的検出力が高まったことにもよるが,大 本の火種である反社会的企業行動そのも

のが少なくなっていないことを物語 ってもいる。

企業の反社会的行動を通 じて経営者が被害を及ぼす対象(ス テークホルダー)は,
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それぞれの不祥事 によ って,顧 客,従 業員,金 融機 関や供給業者 を含 む ビジネス上 の

取 引先,株 主,地 域社会 な ど多種多様 である。 それ らの不祥事 において,そ れを指揮

(時 には 自 ら実行)す る経営者 は,い ずれか のステー クホル ダーをなん らかの意味 で

犠牲 にす る ことによ り自らの利益 を得 よ う(あ るいは守 ろ う)と す る。

こうした経営者 の行動 をよ り望 ま しい形 で制御 ・牽制す るためには どのよ うなガバ

ナ ンス上 の改革 が可能 であろ うか。 そ もそ も,経 営者 の望 ま しい行動 とは本来 いかな

る ものであるべ きなのか。現在 の コーポ レー ト・ガバ ナ ンスを規定す る株主主権原則

が このままでよいのか,も しそ こに改 めるべ き問題点 がある とした ら我 々はその問題

点 を具体 的に どのよ うな方法 で克服すべ きなのか とい う点 につ いて,も う一歩踏 み込

んで考 える必要 がある。

3.経 済 活 動 の本 質

本来,経 済活動 は,社 会 を構成す る各人 がそれぞれ得意 な こと(財 やサー ビスの提

供)を す る ことによ って 「互 いに役立 ち合 う」行動 である。現 に,我 々の 日々の消費

生活 は他 の多 くの人 々の仕事 によ って支 え られている。

一 日三食 とる食事 も,農 家 の人 々によ って作 られる米 ・麦 ・野菜 ・果物 や,漁 業 や

酪農 に従事す る人 々によ って用意 される魚 や肉 ・乳製 品 とい った食材 のお世話 にな ら

ない とままな らない。便利 な輸送 や快適 な ドライブに使 う車 や 日々の生活 を効率 的か

つ豊 かに して くれる家電製 品は,電 機 メーカーや 自動車 メーカー,そ れ らに部材 を供

給す る協力企業等 で働 く人 々によ って生産 される。 さ らに遠 くへ行 こうと思 えば,鉄

道 や飛行機 のお世話 になる し,病 気 になれば医薬 品メーカーが作 って くれた薬 と医 師

のお世話 になる。 そ して,一 日の仕事 を終 えた宵 や週末 には,プ ロスポーツの選手 や

歌手 ・音楽家 の見事 なプ レーや演奏 によ って癒 され元気づ け られる。

こうして多 くの人 のお陰 で便利 かつ快適 な消費生活 を送 る我 々には,そ の見返 りと

して 「誰 か他 の人 に役立つ何 か」 を行 う義務 がある。 そ うでない とこの分業社会 は成

り立 たない。 この 「広義 の生産活動」 こそが 「仕事」 と呼ばれる ものの本質 である。

従 って 「仕事」 という ものは 「人 の役 に立つ もの」 でなければな らない。その意 味で,

企業 の第一義 的使命 は 「人 の役 に立つ 『仕事」 を組織 的に行 う場」 なのである。

この 「人 に役立つ仕事」 の中には,画 家 や ピアニス トのよ うに個人 プ レーで行 いや

す い もの もある。 しか し,自 動車 の開発 ・生産,ビ ル の設計 ・建設,宅 配事業,青 少

年 の教育 な どの例 を考 えれば分 かるよ うに,大 方 の仕事 は,一 人一人バ ラバ ラにやる

よ りも,多 数 の人 間が集 ま って組織 を形成 し,メ ンバ ーの間でそれぞれ得意 な領域 に

専 門特化 して分業 した方 が効率 的に遂行す る ことができる し,そ うす る ことによ って

仕事 の成果 の質 につ いて もよ り良 い ものが期待 できる。我 々が今 日多 くの分野 で行 っ
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ている企業活動 の第一義 的意味 は,正 に この点 にある と言 っていい。

ここで,経 済活動 の本質 を説 くこの議論 に 「おカネ」 とい う要素 が登場 しない こと

に注 目す る必要 がある。上 の記述 か らも明 らかなよ うに,我 々が互 いの生活 を豊 かに

し合 う経済活動 におカネ とい う要素 は必須 の ものではない。 おカネ(貨 幣 とその派生

形態)は,そ うした実物経済 の活動を効率 よ く促す ために人間が発 明 した道具であ り,

おカネは我 々に 「交換 の利便性」 「時 間を超 えた価値 の保存」「余剰価値 の集約 ・組織

化」 とい う3つ の重要 な便益 を もた らし,経 済 活動 の効率化 に貢献 して きた。 その一

方 で,お カネは,強 い効能 を持つ薬 と同様 に重大 な副作用 も持 ってお り,そ れが実物

経済 に しば しば重大 な歪 みを発生 させ る。 この点 は本小文 の趣 旨か ら外 れるので ここ

ではこれ以上深入 りしないが,先 に触れた不祥事 の多 くもこの歪みのエネルギーによっ

て生 み出されている。

4.顧 客 へ の役 立 ち と コ ーポ レー ト ・ガバ ナ ンス

前節で述べたよ うに,経 済活動 の本質的な意義 は 「互 いに役立 ち合 う」 ことにあ り,

企業 は,そ こに集 ま った人 々(従 業員)が それ ぞれ個人 と して担 ってい る 「(人に役

立つ)仕 事」 をす る義務 を組織 的に行 う場 と捉 える ことができる。 この ことと,株 主

主権 を基本原則 とす る現在 の コーポ レー ト・ガバ ナ ンスの仕組 みは必ず しも矛盾す る

ものではな く,む しろ本来 は次 のよ うな意味合 いで相互肯定 的な関係 にあるはず だ と

言 っていい。

株主 も人 間である以上 それぞれ多様 な価値観 を持つ が,不 特定多数 の株主 が企業 に

対 して共通 的に求 める価値 は 「出資 した資本 に対す るよ り大 きな リター ン(利 益:よ

り厳密 には正味収入価値)」 とそれを背景 とした 「株式価値 の上昇」 である。 そ して,

企業 の リター ン(利 益)は 「売上 げ収益 一費用」 として獲得 され,よ り大 きな利益 を

あげるためには,取 り扱 う商 品 ・サー ビス事業 において 「売上 げ収益(=売 価x販 売

数量)」 を増大 させ,こ れに対応す る 「費用」 を減少 させ なければな らない。

この 「売上 げ収益(=売 価x販 売数量)」 を増大 させ るた めに必要 な 「売価 の引上

げ」 と 「販売数量 の拡大」 は,ど ち らも 「市場 において顧客 に選 んで もらう魅力(市

場競争力)」 を高 め ることによ って実現 す る。 その市場競 争力 を高 めよ うとす るな ら

ば,企 業 は,(競 合企業 に比べ てよ り効果 的に)「 顧客 に役立つ」べ く努 めなければな

らない。 つ ま り,企 業 は,「 株主 によ りよ く貢献す る」 ため には 「顧 客に よ りよ く役

立 とう」 と行動 しなければな らず,そ の意味 で,株 主主権 をベ ース として設計 された

「現在 の コー ポ レー ト・ガバ ナ ンスの仕組 み」 は 「経済 活動の あるべ き姿」 を促進す

るよ うに作用す るはず である。

それでは,何 故 に,顧 客 を欺 いた り,顧 客 をないが しろにす る企業 が後 を絶 たない
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のであろ うか。考 え られる状況 は大別 して2つ ある。 その1つ は,現 実 の経営方針 を

決定 し企業活動 を指揮す る経営者 が,本 心 では株主主権 を尊重せず,顧 客 と株主 の両

方 を欺 くことによ り自分(経 営者 自身)の 利 己的な利益 を追求す る場合 である。 その

典型 的な例 は,長 期投資 を伴 う研究 開発 や顧客 サー ビス体制 の整備 を怠 り,将 来 にお

ける顧客 の便宜 や会社 の発展(企 業価値)を 犠牲 に しなが ら当面 の利益 を水増 しし,

現役経 営者 と して高額 の報酬 を貧 る とい うケー スに見 られ る。(意 識 して これ を行 う

経営者 は,厳 密 に言 えば株主 に対す る忠実義務 に違反 している ことになるが,そ の立

証 はきわめて困難 であろ う。)

もう1つ は,「 株主の利益 に対 して は忠実」 であろ うとしなが ら,「 顧客 への役立 ち」

につ いては親身 に考 えない とい う場合 で,現 実 には この種 の例 が多 く存在す る もの と

考 え られ る。株主 に忠実 な経営者 がその ような行動 を とる理 由は,「 顧 客への役立 ち

を親身 に考 える努力 とその成果」 が必ず しも顧客 に正 しく伝 わ り顧客 か ら正 当に評価

される(顧 客 に選 んで もらい,売 上 げ収益 と利益 の増加 につ なが る)と い う保証 が得

られないか らである。 この 「努力→成果→顧客 か らの評価→売上 げ ・利益拡大」 とい

う連鎖 の不確実性 は,将 来 の ことになればなるほ ど一層高 まる。

こうした不確実性 が支配す る状況 の下 で,受 け取 る役員報酬額 や在任期 間の長 さが

当面 の業績評価 に強 く影響 されがちな経営者 としては,ど うして も 「目の前 の顧客 に

評価 され,当 面 の売上 げ と利益 を実現す る こと」 に軸足 を置 いた企業運営 に流 れがち

になる。証券市場 が国際化 し,当 面 の配 当を強 く求 める外 国人株主 や短期保有株主 の

占める割合 が高 ま り,四 半期 ごとの業績 や業績見通 しの発表 と説 明を公表 させ られる

昨今 の資本市場環境 においては,こ うした傾 向がます ます強 まる もの と懸念 される。

上記 では,紙 数 の制約上,経 済活動 の根本 たる 「顧客」 との関係 だけに焦点 を当て

て論 じたが,そ の他 のステークホルダー とりわけ企業不祥事 で しば しば被害 を受 ける

「地域社会(な い し一般社会)」 との関係 において もほぼ同様 の ことが指摘 できる。 こ

こに,「(本 来 あるべき)顧 客 ・社会志 向行 動」 と 「(現実 に行 われがちな)当 面利益

志 向行動」のギ ャップを縮小 し,経 営者の行動 をできるだけ 「(本来 あるべ き)顧 客 ・

社会志 向行動」 の方 向へ近づ けるために 「コーポ レー ト・ガバ ナ ンスの仕組 みを どの

よ うに変 えた らよいか」 とい う問題 が浮 かび上 が って くるのであ る。

上 の記述 か らも分 かるよ うに,こ のギ ャップを広 げる主要 な要 因は株主 による株式

保有期 間 と経営者 の在任期 間の短期性 にある。将来 における顧客 の便宜 や企業 の発展

(企業価値)を 犠牲 に しなが ら当面 の利益 を水増 ししよ うとす る確信犯型 の経営者 も,

顧客 か らの不確実 な将来 的評価 よ りも目の前 の確実 な利益 の実現 に走 る リス ク回避型

の経営者 も,常 に これか ら何年 に もわた って 自分 がその任 にある とい う状況 に置 かれ

れば,そ の行動 は 「本来 あるべ き顧客 ・社会志 向」型 にず っと近づ くはず である。 ま

た,彼 らの任免権 を持つ株主 の株式保有期間が長期 にわたって安定 した もの になれば,
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その傾 向は一層強 まるであろ う。

しか しなが ら,一 般従業員 や中間管理職 として経験 を積 んだ後 に就任す る経営者 の

年齢水準 と就任期 間の短 さ,い かなる経営者 の残任期 間 も時 と共 に必ず短 くなる とい

う構造 問題,短 期保有株主 や短期利益 と高 い配 当率 を求 ある機 関投資家 が主役 とな っ

て しま った株式市場 の存在 を考 える と,現 在 の株主主権 だけに企業活動 の所有権 を帰

属 させ るガバ ナ ンスの在 り方 に 「本来 あるべ き顧客 ・社会志 向」へ の変化 を期待す る

のにはかな り無理 がある と思 われる。

それに くらべ る と,も う一方 の主権候補者 である従業員,と りわけ基幹社員 の人 々

は,経 営者の(経 営者 としての)在 任期間や多 くの株主 の株式保有期間 に比べ るとず っ

と長 い期 間同一企業 に勤務 し,か つ,企 業活動 に対 して金銭 的誘 因以外 の価値観 まで

求 める傾 向が期待 される。 そ うした観点 か ら,一 般従業員 や中間管理職 を コーポ レー

ト・ガバ ナ ンスの仕組 みの中に取 り込 む ことが,前 記 のギ ャップを縮小す るための有

力 なアプローチ として検討 に値す る と考 え られるのである。

5.従 業 員 主 権 の導 入 を正 当化 す る も う一 つ の側 面

企業 の コーポ レー ト・ガバ ナ ンスに(株 主主権 だけでな く)従 業員主権 の要素 を取

り入 れる とい う考 え方 を正 当化す る もう一つ の理 由がある。 それは,従 業員 として働

く多 くの人 々の人生 において 「仕事生活」 が占める重要性 である。

食生活 の向上 や医療 ・医薬 品の進歩等 によ って我 々の寿命 は着実 に伸 び,近 年 日本

では女性 が約84歳,男 性 が約77歳 とい う水準 にまで達 した。 いまや 「人生80年 」 と

い う時代で ある。 この80年 を時間 に直す と約70万 時間 に相 当す る。 ただ し,人 生全

体 をな らす とその うち約3分 の1(1日 平均8時 間)は 寝て お り,起 きてい る時間 はお

よそ3分 の2と いうことにな る。

また,こ の世 に生 を得 てか ら最初 の十数年 は物心 もつ かず,本 格 的な人生展 開に向

けた準備 ・勉学 期間 であ る。 また,人 生80年 とは言 うものの,多 くの人 に とって頭

と体 が言 うことを ききい ろいろ活動 で きるのは(平 均 的 に見 て)75歳 くらい まで と

見 た方 がよかろ う。

これ らを勘案す る と,平 均 的な人 の人生 の活動時 間は,

(75-15)年 ×365日/年 ×(24-8)時 間/日=約35万 時 間

とい うことになる。

この総活動時 間の うち,我 々は どの くらいを 「仕事人生」 に投入 しているであろ う

か。多少乱暴 に,平 均 的な人 の仕事 人生の時間 を,20歳 ～65歳,年 間250日,1日 平

均8時 間 として計算す る と,

(65-20)年 ×250日/年 ×8時 間/日=約9万 時間
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とい うことになる。

これ らの数値 か ら,人 生の活動 時間 に占め る仕事生活時間の割合 を単純計算す ると,

9万 時間 ÷35万 時間=約26パ ーセ ン ト

とな る。 もち ろん実 際にはか な り個 人差 があ るが,我 々は,活 動 時 間の4分 の1以 上

を仕事生 活 に投入 して この世を送 る。(通 勤時 間や 自宅 での非公式残業 を加 え る と,

この数字 は もっと大 き くなる。)

もう少 しよ く考 える と,人 生 において仕事生活 が占める割合 は,上 記 の単純 時間計

算 で得 られ た数 字 よ りもず っ と重 い。我 々が仕事生 活 に投入 す る時間 は,20歳 前後

か ら65歳 前後 とい う最 もエネルギー レベル の高 い期 間であ り,1日 でみれ ば夜 ぐっす

り寝 て心身 の疲 れを取 り一番活動 しやす い状態 を回復 した直後 か ら(疲 れて家路 につ

くまでの)貴 重 な時 間帯 であ る。1週 間 のサイ クルで見て も,同 様 に,週 末の休 みで

癒 されて心身 のエネル ギーを回復 した月 曜 日の朝 か ら(疲 れて週末 にた どり着 く)金

曜 日の夜 までの週 日が仕事生活 に投入 される。

これで分 か るように,人 生 の活動 時 間の約26パ ー セ ン トに相 当す る仕事生 活 は,

その数字 が示す よ りも遙 かに重 みのある重要 な位置 を占めてお り,こ の仕事生活 を ど

の よ うに 送 る か に よ っ て 人 生 の 充 実 度 や 満 足 度 は大 き く左 右 さ れ る。QWL

(QualityofWorkingLife)は,QOL(QualityofLife)の 中核 的な一部 なの で

ある。本小文 の冒頭部 で 「企業活動 の場 における従業員 の基本 的な人権 に関わる事柄

の主権 は,当 然 の ことなが ら従業員 自身 に帰 さなければな らな い。」 と述 べたが,仕

事生活 は,コ ーポ レー ト・ガバ ナ ンスの面 か らこの主権 を担保す るよ う配慮す るだけ

の重要性 を備 えている と言 っていい。

以上2つ の節 で述べ た理 由か ら,経 済活動 を本来 の 目的で ある 「人 々の よ り幸せ な

人生」 に資す る ものに近づ けるためには,企 業 の コーポ レー ト・ガバ ナ ンスの仕組 み

に,株 主主権 と共 に従業員主権 の要素 を取 り入 れる ことを真剣 に検討す る価値 がある

と考 え られる。 そ こで,以 下 では コーポ レー ト・ガバ ナ ンスの仕組 み と運用 において

株主主権 と従業員主権を どの ように統合 ・調和 させてい くべ きかについて考えてい く。

6.株 主 主 権 と従 業 員 主 権 の統 合(1):制 度 変 更 型 ア プ ロー チ

それでは どのよ うに企業 の コーポ レー ト・ガバ ナ ンスの仕組 みに,株 主主権 と共 に

従業員主権 の要素 を取 り入 れるべ きであろ うか。 コーポ レー ト・ガバ ナ ンスの仕組 み

は元 々関連 ステークホルダーの利害 が複雑 に絡 むデ リケー トな問題 である うえ,多 く

の企業の活動が顕在的 ・潜在的 にグローバル化 しつつある今 日,日 本 だけが ドラスチ ッ

クな制度変更 を行 うわけに もいかない。

筆者 は以前 この研究主題 に取 り組 み,現 行 の株主主権型 ガバ ナ ンス(監 査役会設置
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会社)の 基本 的な仕組 み(機 関構成)に 従業員主権 の要素 を導入す る とい う漸進 ・改

良 的型 のアプローチか ら,次 の4つ の代替案 を提案 し予備 的な検討 を行 った。[注1](以下,

図1参 照)

図1株 主主権と従業員主権の統合:制 度変更型アプローチ
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〈A.従 業員代表を 「取締役会」のメンバーに加える方式 〉

この場合,現 行会社法を前提にすると,従 業員代表は,取 締役会の個別決議事項 と

される株主総会の招集,代 表取締役の選任 ・解任,新 株 ・社債の発行のほか,重 要な

財産の処分 ・譲渡,多 額の借財,重 要な使用人の選任 ・解任,重 要な組織の設置 ・変

更 ・廃止,そ の他の重要な教務執行に関わる意思決定に参加することになる。

〈B.従 業員代表を 「監査役会」のメンバーに加える方式 〉

この方式を採用すると,従 業員代表は,個 別意思決定への直接参加はできないもの

の,取 締役会に出席 して意見を陳述できるほか,会 社(子 会社を含む)の 業務や財産

状況に関する調査権,法 令や定款に違反する行為の差止め請求権,取 締役に対する損

害賠償請求を会社に代わって行 う権利などを手にすることになる。

〈C.ド イツ型監査役会方式〉

ドイツの株式会社の機関も株主総会,監 査役会,取 締役会,代 表取締役(取 締役会

会長)の4つ によって構成 されているが,日 本のそれとの最大の違いは,経 営執行機

関たる取締役会メンバー(取 締役会会長を含む)の 任免権を株主総会ではなく監督機

関たる監査役会が持 っている点である。 この方式を採用すると,従 業員代表は,各 種

の監査関連権限を持つほか,取 締役の任免決議にも加わることになる。

〈D.機 関役員選任過程 に従業員を参画 させ る方式 〉

これは,上 記3方 式 のよ うに会 社制度上 の機 関に従業員代表 を含 め るので はな く,

機 関役員 の選任過程 に何 らかの形 で従業員 を参加 させ る とい う方式 である。取締役,

代表取 締役,監 査役 の うち1つ ない し2つ,あ るいは全 ての選任過 程 に参加 す る とい

うい くつかの派生案が考え られ る。 また,参 画の仕方 について も,役 員候補者 の推薦 ・

選任,承 認,信 任投票 な どのバ リエー ションが存在す る し,ど の範 囲の従業員 に参加

させ るか(職 位,勤 続年数 な どの資格要件)と い う点 も問題 にな りうる。

これ ら4つ の案 は,い ず れ も現 行の株主主権型 ガバナ ンス(監 査役会設 置会社)の

基本的な仕組み(機 関構成)を 前提 とした漸進 ・改良 的型の ものであるが,そ れで も,

もし実施 されれば,ト ップ経営者 に対す るモニター機能 とい う面 か ら相 当大 きな影響

力 を持 ち うるもの と考 え られ る。 中で もとりわけ,A案 にお ける経営方針決定へ の直

接 的参 加,及 び,A,B,Cに 共 通す る経 営 中枢情報 への アクセス は,経 営者 に とっ

て強力 な牽制力 を持つ であろ う。 また,組 織運営 のあ り方 とい う点 か らみて も,上 記

の諸案 はいず れ も企業組織 の運営 をよ り民主 的な方 向に誘導す るよ うに作用す る と考

え られる。
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しかしながら,そ の一方で,上 記の諸案は,い ずれも企業活動にいろいろな問題な

いし副作用をもたらす危険性を孕んでいる。例えばA案(従 業員代表を 「取締役会」

のメンバーに加える)は,取 締役会の内部に株主代表 と従業員代表の色分けを生み,

一・種の合弁企業的な性格をもたらす
。その結果,海 外生産進出や工場閉鎖 といった経

営上の重要な意思決定に際して経営陣の意志統一が機動性や一貫性を欠いたり,管 理

者層の人事問題が不必要に複雑になることなどが懸念される。 こうした懸念は,B案

(従業員代表を 「監査役会」のメンバーに加える)やD案(機 関役員選任過程に従業

員を参画 させる)の 場合には仮に生ずるとして も比較的軽微なものとなろうが,C案

(ドイツ型監査役会方式)を 本格的に導入 した場合の影響はA案 に準ずるものとなる

であろう。

また,A,B,Cの3案 が所期の機能を果たすためには,取 締役会や監査役会そのも

のが多 くの企業で形骸化 してしまっている現状から回復 し,重 要な経営問題に関する

実質的な審議 と意思決定 ・監査を行 うようにならなければならない。その場合,従 業

員代表たる取締役や監査役は会社の様々な機密情報 と直に接することになる。むろん,

従業員を代表するとはいえ正規の取締役 ・監査役である以上厳格な守秘義務規定に従

わなければな らないが,(経 営陣に比べると)遙 かに多数でかつ流動性の高い従業員

とこれら従業員代表 との関係は極めて微妙なものとならざるをえず,そ こには多 くの

潜在的リスクが生まれることを覚悟 しなければならない。

さらに,D案 については,選 任 ・承認 ・新任のいずれをとるにせよ,「投票」 とい

う手段そのものが正当に機能するかどうかという疑問や,こ うした手続き自体が組織

風土に及ぼす影響への懸念が伴 う。投票権者の範囲が広いと乏 しい情報に基づ く人気

投票やイメージ選挙になりかねないし,経 営陣に関する直接情報を多 く持つ管理者層

の人々が(無 記名で行 うにせよ)投 票で率直な意志表示をするかどうか疑問である。

また,同 一組織に働 くメンバーが他のメンバーについて定期的に信任(承 認)投 票を

行 うことは,投 票される側のみならず投票する側の心情にも作用 し,組 織風土に変化

をもたらすであろう。

以上の議論からも察せ られるように,株 主主権 と従業員主権の制度的統合は経営方

針の内容ばか りでなく企業活動の機動性や組織風土に無視できない影響を与える。従 っ

て,そ の望ましい在 り方は,そ れぞれの文化的背景を持つ国によっても異なろうし,

一国においても人々の意識や社会構造の変化によって変わりうるものと考えられる。

理論的に何が正 しいかという静的な見方ではなく,こ れからの日本の経済社会にとっ

てどのような姿が適切かという動的な見方で多面的かつ慎重な検討を重ねてゆ く必要

がある。
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7.株 主主権 と従業員主権 の統合(2):現 行制度運用型 アプ ローチ

株主主権 と従業員主権 を統合す る方法 としては,前 節 で述べ た制度変更型 アプ ロー

チ とは別 に,現 行 の コーポ レー ト・ガバ ナ ンス制度 には手 を付 けず その運用 で接近 し

よ うとす るアプローチが存在 す る。本節 では,2つ の興味深 いアプ ローチ につ いて,

それぞれ具体 的な企業事例 を紹介 しなが ら述べ る。(以 下,図2参 照)

図2株 主主権と従業員主権の統合 現行制度運用型アプローチ

7.1YKKグ ループ型 アプ ローチ

現行制度 の運用 で株主主権 と従業員主権 の統合 を図ろ うとす る興 味深 い事例 として

YKKグ ルー プがあ る。 よ く知 られて い るように,YKK(株)を 中核企業 とす るYKK

グルー プは,ジ ッパ ー分野 で国 内市場 の90%以 上,世 界で も約70ヵ 国 ・地 域で事業

活動 を展開 して約45%(金 額 ベ ース)の 市場 シェアを もつ ほか,建 材分野 で も国 内

トップ クラスの地位 を占める国際企業 である。

YKKグ ル ープは,創 業者吉 田忠雄 の掲 げた経 営哲学 「善の巡環」,自 らの使用す る

機械設備 や材料 まで内製す る高度 の垂直統合戦 略な どユニ ー クな特徴 を有す る企業 グ

ループであるが,本 小文 の主題 との関連 では 「従業員 による株式保有促進」 とい う経

営方針 を採用 してきた点 が重要 な意味 を持つ。

創業者吉 田忠雄 は,そ の経営哲学 「善 の巡環」 の一環 として 「企業 は本来 そ こで働

く従業員 が所有者(株 主)と な り,企 業活動 か ら得 られた成果(利 益=配 当)は 株主

で もある従業員 が受 け取 るようにすべきであ る」 という考 えを持 っていた。YKK(株)
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及び同社を中核 とするYKKグ ループは,創 業初期の頃か ら,社 内預金制度や社員持

ち株制度など様々な仕組みを通 じて従業員による自社株の保有を促 してきた。

その結果,会 社の歴史が長 くなるにつれて元従業員の保有 していた株が退職後多少

外部者 に拡散 した今 日で も,YKK(株)の 株式の半分以上が現役従業員 と元従業員に

よって保有されており,こ れに経営陣,創 業吉 田家(資 産管理会社等),奨 学財団

(吉田育英会)等 の持 ち分を加えると発行済み株式の大半が実質上同企業 グループの

内部関係者の手にある。現実 に,毎 年6月 下旬に開催される株主総会 に株主として出

席す るのは,ほ ぼ100パ ーセン ト同社の現役従業員 と元従業員である。このようなア

プローチで経営陣を含む広義の従業員が株式の大半を保有することになれば,「株主

主権 と従業員主権のギャップ」 という問題設定そのものが縮小 していくことになる。

7.2関 ヶ原グループ型アプローチ

現行制度の運用で株主主権 と従業員主権の統合を図ろうとするもう一つの興味深い

事例 として関ヶ原グループがある。同グループは,精 密機器,油 圧機器,大 型製品

(舶用クレーン,ト ンネル掘削機等)の3カ ンパニーを擁する中核会社関 ヶ原製作所

と各種サービス事業を担当する子会社セキガハラ ・ゼネラルサービスからなり,合 計

約450人 の従業員で年間約200億 円の売上高を上げている。

この企業グループが持つ特徴の一つは,経 営者が従業員を 「顧客 と並び株主以上に

重要なステークホルダー」 として位置づけている点にある。本小文の第5節 で述べた

「QWLは,QOLの 中核的な一部」 と同様の考え方を持つ同グループの経営者は,企

業を 「顧客に役立つ仕事をする場」であると共に 「人間ひろば:従 業員が人間的に成

長する場」であると考え,「学習企業」を標榜 している。

そして,「生きることは学ぶこと,学 ぶことは変わること」 という基本理念をこと

あるごとに従業員へ呼びかけ,こ の理念の実現に向けて,社 内のいたるところに 「学

びと交流の場」を設け,業 務に必要な各種技術 ・技能研修を促すのはもちろんのこと,

絵画や彫刻を飾 り,文 化人の講演会なども催 している。また,同 グループの経営陣は

日頃から従業員一人一人に 「自らの成長」を説き,中 堅幹部社員を中心に編成された

学習企業委員会がこれを促進する活動に当たっている。

今年(2009年)の 夏,関 ヶ原グループは,そ の経営が将来 にわたってこの基本理

念に沿って行われることをより確実にするため 「人間村における社会文化活動を展開 ・

発信する」 と共に 「年4回 同グループの経営診断と助言を行 う」 ことを事業 目的 とす

る財団法人(せ きがはら人間村財団)を 設立 した。同財団の理事会 ・評議員会は理事

長(矢 橋昭三郎関ヶ原製作所会長)を 除くと全て外部の有識者によって構成されてお

り,同 グループの経営陣 ・経営幹部を対象 としてすでに3回,経 営理念と業績実現両

面にわたる経営診断 ・助言が実施されている。
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株主 によ って選任 される監査役(会)に よ って行 われる会計 ・業務監査 とは別 の社

外組織 を設 け,経 営理念 の遵守(及 びそれを支 える企業業績 の実現)に つ いて診断 ・

助言 を受けるというアプローチはこれまでに例 を見ない新 しい試みであ り注 目に値す る。

8.よ り良 い経 済 活 動 の実 現 に 向 け て

第6節 で述 べた制度変更型 ア プロー チの代替案 には,そ れ ぞれ期待 され る効果 と同

時 に無視 できない問題点 ・リス クもある ことが分 か った。 これは,丁 度,い ろいろな

病 に対 して効能 を持つ薬 が副作用 を伴 うのに似 ている。

第7節 で紹介 したYKKグ ル ープの例 は,国 際化 した大企業 で もこうしたアプローチ

を とりうる ことを実証 しているが,必 要 な設備投資 や研究 開発 の規模,企 業発展過程

の時代背景,現 在す でに存在す る資本 ・株主構成 を変 える ことの難 しさ等 々を考 える

と,全 ての企業 に適用 できる とは言 えない。

また,関 ヶ原 グループのアプ ローチは大変 ユニー クで注 目すべ き先進 的事例 だが,

これが企業活動 における経営理念 の担保 に どれだけ有効 な力 を発揮 しうるか,ま た,

それを有効 な らしめるために必要 な条件 は何 かな ど,そ の実証結果 を見 るのはまだ こ

れか らである。

資本主義 の内包す る弊害 が説 かれ,そ の対抗策 として従業員主権 の重要性 が説 かれ

るよ うにな ってか らす でに久 しいが,多 くは概念論 やべ き論 に留 ま り,具 体 的方策 の

検討 や試行 はまだ これか らに残 されている。

本小文 で示 した制度変更型 アプローチや運用型 アプローチのほかに もいろいろな具

体策 があ るか もしれな い。 これか ら,YKKグ ルー プや関 ヶ原 グル ープの ような独 自

の経営理念 を本音 のガイ ドライ ンとして経営 に取 り組 む企業 が少 しずつ増 え,そ れ ら

の試行経験 に もとつ いて研究者 が経済活動 の新 たな考 え方 や仕組 みを提案 してい くこ

とになるのであろ う。

最後 にもう一 つ忘 れて はな らない ことは優れた ビジネス リーダー人材 の育成であ る。

い くら入念 に制度 を整 えて も,そ れに魂 を吹き込 み,実 際 に所期 の効果 を生 み出 して

い くのは経営者 と経営者 を支 える ビジネス リーダーである。高 い志 と広 い心 を持 ち,

そ こか ら生 まれる経営理念 を 目的意識 の根底 に据 える と共 に,厳 しい競争市場 でそれ

を実現 してゆ く知恵 と強 さを備 えた ビジネス リーダー人材 を育成す る ことが,大 学 に

課せ られた重要 な使命 である。

[注1]こ れらA,B,C,D案 は理論的に相互背反関係になく,2つ 以上の方式を組み合わせて採用

することも可能である。詳しくは小野桂之介 「コーポレート・ガバナンスの改革に関する基

礎的考察」慶應経営論集第11巻1号(1993年)を 参照。
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